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経営学教 育のニ ュー ・フロ ンテ ィア
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要 旨

市販の財務データベースを利用することによって、経営学の教育において、パソコンを用いて、実際

の会社のデータを分析 し、その会社の行動を理解することを容易にするという方法を採用 しようと試み、

道なきところに道をつけつつ、実行に移 してきている。利用するデータベ0ス も、最初は、日本の会社

についてのものだけであったが、順次、アメリカ、カナダ、 ヨ0ロ ッパ、アジア、その他の地域の会社

についてのものと拡大してきている。また、利用するデータの範囲も、財務分析を中心 としつつ、会社

の行動の概要を理解するために必要な多様なデータ項目の利用を可能にしてきている。このような実証

的な教育の試みは、経営学の教育においては重要な領域であると考えられるにもかかわらず、これまで

採用されることがほとんどな く、また、現在においても、大学の学部および大学院における経営学の教

育全体においては、十分に利用しているとは言い難い情況にある。 とくに、財務データベースの有効な

利用に関しては、今後の発展を期待するところである。

1は じめに

経営学の教育において、市販の企業財務データベースを利用するとい う試みが始まったのは、

それほど古いことではないであろう。われわれは、かつて、大矢知裕司教授 グループが開発 され

た 「財務分析ツールNDj」 に関する書評において、次のように述べている。少 し長 くなるが、

ここに引用 しておきたい。「(筆者達 も)企 業行動分析システムという名称で、分析システムを構

築している。その中で、で きることを探 りながら、新 しい方向を模索 しているところである。そ

の過程で気付いたことの一つに、人間には不可能であるが、どのような古いパ ソコンであっても、

パ ソコンを利用 しなければで きないことがあり、利用することによって、これまでとは、まった

く異なることが可能になるということである。パ ソコンを利用するには利用するだけの理由があ

り、これまでできなかったことを実行することができればできるほど、そのシステムの利用価値

は高 くなる。それが、新 しい成果を生み出すか否かは、す ぐに明らかになることはないであろう。
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けれども、巨大なデータベース(財 務データベースのような大 きさのデータベースは、自然科学

で も利用することはない。 まして、社会科学においては、最大のデータベース といっても過言で

はない)を 簡単に利用できるというツールを手に入れて、その利用 を押 し進める中に存在 してい

る大 きな可能性について、大 きく目を開いてゆき、積極的にその潜在的な可能性について説明し

てゆ くことが必要になる。〔中略〕分析結果は、理解のための出発点にす ぎないのであり、ツー

ルは手段であると同時に、事象についての理解をえるために必要な情報を提供できなければなら

ない。そのためには、理解のためのロジックに応 じた情報作成のロジックが 〔システムを組み立

てるロジックとして〕組み込まれている必要がある。1)」経営学の教育においてパソコンを用い、

パソコンを用いることによってのみ可能なことを実行できるようにすることを目的としてデータ

ベースを利用 しようとした。そして、データベースの利用からえられるアウ トプットとしての分

析結果を理解するためには、経営学のロジックを基礎 として、データを分析 し、企業の行動を理

解するための枠組みを示すことができるようなシステムを構築 し、教育に利用することが必要で

あった。経営学教育においてデータベースを利用することによってこの一連の目的を達成 しよう

としてスタートしたわれわれのプロジェクトは、一つの結果 として、また、成果 として、財務分

析に必要なデータ項目のみを取 り出し、フロッピーディスクに収録 し、教育用のパソコンを用い

て講義でNEEDS企 業財務デー一タベースを利用 し始めたのは、1994年4月 であった。ただ、 この

データベースの利用は、この年度だけで終了することになった。一つは、データの更新が困難な

状況にあったの と、 もう一つには、更新で きた場合 にも、そのデータ処理が非常に面倒であ り、

その面倒 さに対 して得られる成果が少ないと判断せざるをえなかったことによる2)。このような

理由からNEEDS企 業財務データベースを次年度 も利用することに対 して消極的になっていた状

況にあって、1994年 の秋に旧日本開発銀行が 「企業財務データバンク」の販売を開始 した。これ

は、固定長のランダムファイルの形式であったが、テキス トファイルでデータを提供 していた。

したがって、利用のためのソフ トを開発すれば、直接データベースを利用することができ、これ

までのようなデータの処理手続 きを必要としなかった。そ して、メディアは、CD-ROMで 提供

されたことによって、パソコンでの利用が非常に簡便になった。それで、1995年4月 か らは、こ
'
のデータベースを利用するという決定 を1994年 の秋に行った。利用するデータベースの変更であ

り、利用のためのインフラを含めて、分析用のソフ トをすべて書 き換え、さらに、データ利用の

範囲を拡大することによって、利用する学生達の関心をさらに惹 き付けるようにしていきたいも

のと考えた。それは、経営学の教育においてわれわれの考える分析システムをより有効に利用す

ることがで きるような新 しい段階へと前進するためであった。この形式の旧日本開発銀行 「企業

財務データバ ンク」の利用は、途中一度だけ少 しデータ項目の変更はあった ものの、2000年 度

(1999年3月 期決算 まで収録)ま で利用 し続けることになる。この間、日本企業だけではな く、

アメリカ、カナダの企業を始め、ヨーロッパ、アジアなどを含む世界の企業の財務データベース

を利用できるようにしてきている。アメリカ、カナダの企業については、S&P社 のCOMPUS-

TATを 利用 し、 ヨーロッパ、アジアな どを含 む世界の企業については、S&P社 のGLOBAL

Vantageを 利用 している。 ヨ._._ロッパ、アジアなどを含む世界の企業 については、EXTEL社 の

EXTATに 代 わるデータベースである。この結果、2001年4月 からは、 日本企業、アメリカ企業、
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カナダ企業、ヨーロッパ各国の企業、アジア ・オセアニア地域各国の企業、中 ・南米各国企業、

アフリカの企業と、文字 どお り世界中の上場企業についての財務情報 を教育で利用することが可

能になっている。新世紀に入 り、これまでにないまったく新 しいアリーナに移行 したとい うこと

になるであろう。EXTATデ ータの利用、NEEDS企 業財務データの利用からスター トし、旧日本

開発銀行 「企業財務データバンク」の利用に進み、さらに、世界的な規模でのデータベースの利

用へ と進むという、このような経営学における教育の新 しいフロンティアへ どのようにして移行

することができたのか、そ して、その結果、どのような成果 と展望を期待することができるのか

を明らかにすることが本稿の目的である。

皿 旧日本開発銀行「企業財務データバンク」のデータフォーマットと収録項目・会社数

旧日本開発銀行 「企業財務データバンク」を利用するためには、まず、その形式 と内容 を理解

しなければならなかった3)。旧日本開発銀行 「企業財務データバ ンク」は、個別(単 独)決 算デ

ータファイルと連結決算データファイルから構成 されている。

個別(単 独)決 算データは、「財務諸表」 と 「会社概況情報」の二つのファイルか ら構成 され

ていた。←「財務諸表」 ファイルは、キー項目31項 目とデータ項目452項 目からなっている。また、

「会社概況情報」 ファイルは、「財務諸表」 ファイルと同 じキー項 目31項 目と、データ項 目292項

目か らなっているが、54項 目から292項 目は、金融機i関別長期借入金期末残高を収録 していた。

ただ、「財務諸表」 ファイルは、すべての項 目が収録 されているわけではなく、会計基準の変更

もあって、1988年 以降については、データ収録は、「財務諸表」ファイルと 「会社概況情報」 フ

ァイルあわせて、666項 目になっている。なお、収録期間は、「財務諸表」ファイルについては、

以下に示す[表1]か らも明らかなように・1956年 、4月 期決算からである。データは、半期決

算 については、年度換算されており、教育用 に利用 したデータベースでは、決算期が変更 された

決算データについては、年度換算 に正規化 を行 ったデータを利用 している。「会社概況情報」フ

ァイルについては、1982年3月 期以降である。収録期間に差があるために、利用に際 しては注意

が必要であった。

最初に利用 した1995年 度版(1994年3月 決算まで収録)個 別(単 独)決 算のデータベースに収

録 されている会社数 を、各年度 ごとに、東証 ・大証 ・名証1部 上場会社 と2部 上場会社に分けて

以下に明らかにしてお く。なお、1部 上場会社 と2部 上場会社の合計 と全社 と会社数が異なる年

度があるが、その差は、地方証券取引所 にのみ上場 している会社である。

そして、「財務諸表」ファイルに収録 されているレコー ド数は、データが正規化されたファイ

ルで、50,555レ コー ドであった。

連結決算 については、「財務諸表」ファイルだけが作成されてお り、これには、キー項 目13項

目とデータ項 目188項 目が収録されていた。 このファイルの収録期間は、1978年3月 期以降で、

それ以前に連結決算を公開している会社については、1970年10月期以降のデータも収録 していた。

収録会社数は、1431社(製 造業:932社 、非製造業:499社)で あった。このデータについては、

正規化無 しのデータベースを利用 している。

ノ
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表11995年 度 「企業財務データバンク」収録会社数
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年 1部上場 2部上場 全 社

76 1017 487 1505

77 1023 494 1518

78 1034 501 1536

79 1046 505 1552

80 1057 513 1571

81 1075 522 1598

82 1096 526 1624

83 1106 530 1638

84 1114 544 1660

85 1127 551 1680

86 1141 580 1723

87 1158 607 1767

88 1170 636 1808

89 1165 677 1846

90 1167 703 1874

91 1161 722 1885

92 1162 742 1906

93 1157 775 1934

94 1015 631 1648

以上の3フ ァイルの容量は、正規化無 しの場合、次のようになっている。

個別決算データ 財務諸表

個別決算データ 会社概況情報

連結決算データ 財務諸表

ファイル名 容量

ZAIMU.DAT279,965,731バ イ ト

KAISHA.DAT85,906,537バ イ ト

RENKETSU.DAT36,830,160バ イ ト

皿 旧日本開発銀行 「企業財務データバンク」の 特徴

この旧日本開発銀行 「企業財務データバンク」の 最大の特徴は、「会社概況情報」 ファイルの

存在である。今、簡単に、先に挙げた各 ファイルの項目数の内容を示 してお くと、次のようにな

っている。

表2個 別決算 財務諸表

1.貸 借対照表

2.損 益計算書

3.利 益処分計算書

4.製 造原価明細書

5.脚 注等

6.附 属明細書

7.株 式の状況

8.従 業員状況

g.監 査意見

大
大
大
大

大
大
大
大

大

最
最
最

最
最
最
最

最
最

129項 目

103項 目

17項 目

21項 目

17項 目

66項 目

13項 目

7項 目

1項 目

表3個 別決算 会社概況情報

2.大 株主 ・

主要取引銀行
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表4連 結決算 財務諸表 内

内容区分 データ項目数

1.決 算基準項 目等

2.連 結貸借対照表

3.連 結損益および剰余金計算書

4.連 結補足情報

最大13項 目

最大97項 目

最大43項 目

最大41項 目

合 計 最大194項 目

この各項 目の内容から明らかなように、旧日本開発銀行 「企業財務データバンク」は、財務デ

ータとしては、基本的な計算書類 についての項目を収録 しているだけでなく、附属明細書(と く

に、有形固定資産当期増加額 ・減少額を示す有形固定資産明細書、減価償却費明細書等の項目を

含む)、株式の状況、従業員数 といった追加的なデータ項 目を収録 してお り、これらの項 目は、

有用な情報 を提供 している。そ して、「財務諸表」データにおける株式の状況に関 しては所有主

体別の持株比率を示 しているにす ぎないが、「会社概況情報」においては、大株主についてのデ

ータ項目として、十大株主の名称 とその持株比率を明 らかにしている。この項目を利用すること

によって、株式の持ち合いに関する貴重な情報をえることができる。また、「会社概況情報」に

おける主要取引銀行、長期借入金明細にもとつ く金融機関に関するデータは、メインバ ンクとの

関連を明らかにしようとする場合には不可欠の情報となる。 さらに、部門別 ・製品別の売上内訳

は、会社の事業活動を知るための重要なデータである。このような 「会社概況情報」における各

項目からえられる情報は、「財務諸表」データとの関連のもとで、会社の行動を理解 し、解明 し、

行動に関するロジックを組み立てていくために必要な貴重なデータ項 目を構成している。これら

の項 目の多 くは、NEEDS企 業財務データではえられないものであ り、収録期間の短いデータ項

目もあるが、旧日本開発銀行 「企業財務データバ ンク」の大 きな特徴であり、利用 に際 して有用

な情報 となるものである。

N旧 日本開発銀行 「企業財務データバンク」利用のために開発 したソフ ト

上記 のよ うな構造 ・内容 ・特徴 を持つ旧 日本 開発銀行 「企 業財務 デ.___タバ ンク」 を、教 育 と研

究 にお いて有用 に利用 するために、1995年 度 にお いて、利用 のための イ ンフラ を含 めて、以下の

ようなプログラム を作成 した。 これ らのプログ ラムは、1995年4月 の新学期 よ り利用 してい る4)。

(a)教 育 用システムのメニ ュー

・旧 日本開発銀行 「企業財務 データバ ンク」利用 システム("E
_KAIGIN.EXE")

《企 業行動分析 システム1・ プログラムメニュー》

1.EKAISYA.EXE

2.EKAISY2.EXE

3.EFINSYI.EXE

4.EFINSY2.EXE

5.終 了

(会社の大きさ ・概要分析プログラム1)

(会社の大 きさ ・概要分析 プログラム2)

(財務分析プログラム:収 益性)

(財務分析プログラム:流 動性)
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・データ作成後利用 シス テム("M _KAIGIN.EXE")(戦 略 構築支援 シス テム と改称)

《企業行動分析 シス テムH・ プログラムメニュー》

M

M

M

M

M

終

噌⊥

9
臼

0
0

』4

『0

ρ0

ITEMPR.EXE

CORFIN.EXE

CHECAD.EXE

ZAIM1.聖EXE

ZAIM2.EXE

了

(開銀データ印刷プログラム)

(開銀データ変換プログラム)

(データ作成 ・追加 ・修正プログラム)

(財務分析プログラム:収 益性)

(財務分析プログラム:流 動性)

(b)利 用 のためのイ ンフラと研 究用の フ.ログラム("TOTALSYS.EXE")

《総 合分析 システム ・プログラム メニ ュー》

1.KAIGIN.EXE

2.KAIGINO.EXE

3.KOZODAT.EXE

4.KOZOGAI.EXE

5.KAISYA.EXE

6.KAIGINT.EXE

7.KAIGINF.EXE

8.KAIGINK.EXE

9.EK.BAT

10.終 了

(ファイル処理関係システム)

(データチェック ・検索 ・印刷 システム)

(産業構造用データ作成シズテム)

(産業構造用概要分析システム)

(個別会社用概要分析システム)

(産業構造用財務分析システム)

(個別会社用財務分析システム:一 括処理用)

(個別会社用財務分析システム:個 別領域対応)

(企業行動分析システム)

この総合分析 システムは、個 々に、 さらに、次の ようなプログラムを含 んで いる。

1.KAIGIN.EXE(フ ァ イル処理 関係 シス テム)の メニュー

《デー タコピー ・その他 シス テム ・プログラムメニュー》

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

ZCOPY.EXE

KCOPY.EXE

RCOPY:EXE

ZCORREC.EXE

KCORREC.EXE

RCORREC.EXE

ZNONCON.EXE

KNONCON.EXE

SELECZA.EXE

SELECKA.EXE

SELECRE.EXE

RECODZA.EXE

(ZAIMU.DATコ ピー)

(KAISHA.DATコ ピー)

(RENKETSU.DATコ ピ ー)

(ZAIMU.DAT会 社 名一覧作 成)

(KAISHA.DAT会 社 名 一覧作 成)

(RENKETSU.DAT会 社 名一覧作成)

(ZAIMU.DAT非 継 続会社 名一覧作成)

(KAISHA.DAT非 継 続 会社 名一覧作成)

(ZAIMU.DAT会 社 デー タ選択)

(KAISHA.DAT会 社 データ選択)

(RENKETSU.DAT会 社 デー タ選択)

(ZAIMU.DAT会 社 数一覧作成)
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13.RECODKA.EXE(KAISHA.DAT会 社 数一覧作成)

14.RECODRE.EXE(RENKETSU.DAT会 社 数一覧作成)

15.終 了

2.KAIGIN _0.EXE(デ ー タチ ェック ・検索 ・印刷 シス テ4)の メ ニュー

《データチ ェ ック ・検索 ・印刷 システム ・プログラム メニ ュー》

1.KERRORCK.EXE(ZAIMU.DATエ ラーチ ェック)

2.K _SEARCH.EXE(ZAIMU.DAT多 重 検索)

3.ITEMPRIN.EXE(ZAIMU.DATデ ー タ印刷)

4.終 了

3.KOZO _DAT.EXE(産 業 構造用 デー タ作 成 シス テム)の メニュー

《産業構造 ・業種の概要分析用 データ作成 システム ・プ ログ ラムメニ ュー》

構造 ・業種用集計 デー タ作成:財 務 分析用 データ&51項 目の財務諸 表 デー タ

1.KOZO _KEN.EXE(構 造 ・業種用 デー タ作 成 プログラム1)

2.KOZO _KEB.EXE(構 造 ・業種用 デー タ作成 フ.ログラム2)

3.KOZO _4.EXE(構 造 ・業種 用デ ータ作成 プログラム3)

4.KOZO _4B.EXE(構 造 ・業種用 デー タ作成 プログラム4)

構 造 ・業種用集計 データ作成:84項 目の財務諸表 デー タ

5.KOZO_ANK.EXE(構i造 ・業種用 データ作成 プログラム5)

6.KOZO _4AN.EXE(構 造 ・業種用 デー タ作成 プログラム6)

個 別 会社 デー タ作成:構 造 ・業種 との比較分析用n

7.KOZO _COR.EXE(個 別 会社 デー タ作 成 プログラム1)

8.CORFIND.EXE(個 別 会社 デー タ作 成 プログラム2)

9.CORFINB.EXE(個 別 会社 デー タ作成 プログラム3)

個 別 会社 デー タ作成:自 社 デー タ入力用(構 造 ・業種 との比較分析可能)

10.CHEK _ADK.EXE(自 社 デー タ作成 ・追加 ・修正 プログラム)

11.終 了

4.KOZO _GAI.EXE(産 業構 造用概要分析 シス テム)の メニュー

《産業構造 ・業種 の概要分析 システム ・プログラムメニュー》

産業構造 ・業種の概要分析 プログラム:51項 目 の財務諸 表デー タ対 応

1.T _GAIYO1.EXE(構 造 ・業種 の概 要分析 プログラム1)

2.T _GAIYO2.EXE(構 造 ・業種 の概 要分析 プログラム2)

3.T _GAIY_1.EXE(構 造 ・業種の概要分析 プログラム3)

4.T _GAIY_K.EXE(構 造 ・業種 の関係 分析 フ.ログラム1)
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産業構造 ・業種の概要分析プログラム:84項 目の財務諸表データ対応

5.T _GAIY_2.EXE

6.T_GAIY_A.EXE

7.終 了

(構造 ・業種の概要分析プログラム4)

(構造 ・業種の関係分析プログラム2)

5.KAISYA.EXE(個 別会社用概要分析システム)の メニュー

《会社の概要分析システム ・プログラムメニュー》

1.KAISYAO1.EXE(会 社の大 きさ ・概要分析プログラム0)

財務諸表科 目の実数 ・成長率と利益率 ・費用の構成比の分析

2.KAISYAO2.EXE(会 社の大 きさ ・概要分析プログラム1)

財務諸表科 目の従業員一人当た りの分析 ・構成比率関係

3.KAISYA _1.EXE(会 社の大きさ ・概要分析プログラム2)

従業員関係 ・給与関係 ・株式関係

4.KAISYA_2.EXE(会 社の大きさ ・概要分析プログラム3)

財務諸表科目による実態:実 数と成長率

5.KAISYA2.EXE(会 社の大きさ ・概要分析プログラム4)

会社概況データによる部門別売上高の分析 ・借入金関係対応

6.BANK _T1.EXE(銀 行別長期借入金残高集計プログラム1)

都銀、地銀、信託 ・長期信用銀行 長期借入金貸出額集計

7.BANK_T2.EXE(銀 行別長期借入金残高集計プログラム2)

第二地銀、生命 ・損害保険、政府金融機関 長期借入金貸出額集計

8.BANK _T41.EXE(銀 行別長期借入金残高集計プログラム1)

都銀、地銀、信託 ・長期信用銀行 長期借入金貸出額集計

9.BANK _T42.EXE(銀 行別長期借入金残高集計プログラム2)

第二地銀、生命 ・損害保険、政府金融機関 長期借入金貸出額集計

10.KAISYA3.EXE(会 社の大きさ ・概要分析プログラム5)

=連結決算:財 務諸表データについての分析

11.終 了

6.KAIGIN_T.EXE(産 業 構造用財務分析 シス テム)の メニュー

《集計 デー タによる財 務分析 システ ム ・プログラムメニュー》

1.ZAIMTO1.

2.ZAIMTO2.

3.TFINSYS1.

4.TFINSYS2.

5.終 了

EXE

EXE

EXE

EXE

(個別領域での収益性分析 プログラム)

(個別領域での流動性分析 プログラム)

(収益性全体 を一度に実行するプログラム)

(流動性全体 を一度に実行するプログラム)
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7.KAIGIN _F.EXE(個 別 会社用財務 分析 シス テム:一 括処理用)の メニュー

《個別会社 データによる財務分析 システム ・プログラムメニ ュー》

1.FINSYSlS.EXE(収 益 性全体 を一度 に実行 する プログラム)

2.FINSYS2S.EXE(流 動 性全体 を一度 に実行 するプ ログラム)

3.FINSYSlB.EXE(収 益 性全体 を一度 に実行す るプログ ラム)

:売 上 原価か ら物 品税 を除 く分析

4.FINSYS2B.EXE(流 動 性全体 を一度 に実行す るプログラム)

:売 上原価 か ら物品税 を除 く分析

5.終 了

8.KAIGIN _K.EXE(個 別会社用財務分析システム:個 別領域対応)の メニュー

《個別会社データによる財務分析システム ・プログラムメニュー》

1.SFINSYS1.EXE(個 別領域を分析する収益性のプログラム)

2.SFINSYS2.EXE(個 別領域を分析する流動性のプログラム)

3.FINSYSlB.EXE(個 別領域を分析する収益性のプログラム)

:売 上原価か ら物品税を除く分析

4.FINSYS2B.EXE(個 別領域を分析する流動性のプログラム)

:売 上原価から物品税を除く分析

5.終 了

9.EK.BAT(企 業行 動分析 システ ム)の 実行 フ ァイル

EKAIGIN.EXE

このように、教育用のシステムは、ス ター トした1955年 度においては、NEEDSデ ータの場合

よりも拡張はされていたが、いまだ非常 に簡単な分析システムにすぎない ものであった。それに

対 して、研究用のシステムは、集計データを作成するプログラムを中心として、業種別の分析 を

可能にし、金融機関 との関係を明らかにしようという試みにも応えるために、かなり複雑なシス

テムを構築 している。この研究用のシステムは、さらに、必要に応 じて拡張されてきている。そ

して、これ以降も、必要なデータを作成するために多 くのプログラムを作成することになる。

教育用の企業行動分析 システムは、その後、拡張 され、1996年 度には、ほぼ完成した形となり、

以下の内容で、5枚 のフロッピーディスクに収録 される5)。

《企業行動分析システム ・会社概要分析実行メニュー》

1.会 社の行動の概要を知るための基本的な指標

一一利用データ:個 別決算 ・財務諸表データ

2.部 門別売上高の内訳 ・金融機関 との関係の全体分析

一一利用データ:個 別決算 ・会社概況情報データ
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3.(1)部 門別売上高の内訳 ・(2)株 式所有関係 ・(3)金 融機i関との関係の個別分析

一利用データ:個 別決算 ・会社概況情報データ

4.売 上高一費用一利益の関係分析 ・各種財務指標(全 体)

一一利用データ:個 別決算 ・財務諸表データ

5.(1)各 種財務指標 と(2)売 上高一費用一利益の関係分析(個 別)

一利用データ:個 別決算 ・財務諸表データ

6.会 社の生産性の分析:付 加価値の生産 とその分配の分析

一利用データ:個 別決算 ・財務諸表データ

7.会 社の生産性の変化分析:付 加価値生産の変化の情報量

一利用データ:個 別決算 ・財務諸表データ

8.終 了

《企業行動分析システム1・ 利益増減分析実行メニュー》

1.売 上高一費用一利益 についての損益計算書等の科目の実数値

2.売 上高一費用一利益についての損益計算書等の科 目の

(1)変 化額

(2)変 化率 の分析

3.利 益変化に対する変化倍率 ・費用変化に対する構成比率

4.売 上高一費用一利益の変化額に対する構成比率

5.売 上高変化に対する各科 目の構成比率 と構成比分解分析

6.売 上高一費用一利益についての簡便型

7.貸 借対照表等の科 目の実数値

8.終 了

《企業行動分析システムH・ 財務分析プログラムメニュー》

予備的分析:

1.付 加価値分配の2変 量変化分析1

2.付 加価値分配の2変 量変化分析2

個別分析領域選択版:

3.財 務分析プログラム(1):収 益性の分析

4.財 務分析プログラム(II):流 動性の分析

全分析領域統合版:

5.財 務分析総合計算処理プログラム(1):収 益性の分析

6.財 務分析総合計算処理プログラム(II):流 動性の分析

7.終 了
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《企業行動分析システム皿 ・戦略行動構築支援システムプログラムメニュー一

1.開 銀データ変換プログラム

2.デ ータ作成 ・追加 ・修正プログラム

3.財 務分析プログラム:収 益性

4.財 務分析プログラム:流 動性

5.財 務分析総合計算処理プログラム(1)

6.財 務分析総合計算処理プログラム(II)

7.終 了

:収益性の分析

:流動性の分析

《企業行動分析システムIV・連結決算デ.___タ編プログラムメニュー》

予備的分析:

1.連 結決算データー覧

2.会 社の概要及び財務分析指標

全分析領域統合版:

3.財 務分析総合計算処理プログラム(1):収 益性の分析

4.財 務分析総合計算処理プログラム(II):流 動性の分析

5.終 了

この教育用 システムは、その後、講義 にお ける利用 か らの フィー ドバ ックに もとついて修 正 を

加 えつ?改 訂 して きてお り、で きるだけ誤 りの ない もの として きた。 なお、 このシステム を用い

た分析結果 については、CSV形 式 でフ ァイル にアウ トプ ッ トし、LOTUS1-2-3を 用 いて処 理す る

ようになっている。デー タの アウ トプ ッ トはLOTUS1-2-3で の 利用 を前提 と してお り、 ア ウ トプ

ッ トとして えられ たデー タにつ いては、 デー タ整形用 のキーボ ー ドマ クロを作成 し、LOTUS1-

2-3に お いてそのキーボー ドマクロを用 いて整形す るように してい た。

引 き続 き、1997年 度 も同 じシステム を用い て、安定 した利用 が可能 にな り、 え られる分析結 果

につい ても多様 な情報 となったのであるが、利用 しているパ ソコンの機種 に大 きな変化 があ らわ

れ た。大学 にお けるパ ソコンの利用 が、NECのPC-98シ リーズか らIBMのDOS/V機 お よびその

コンパチ機iへと移行 しきたのである。そのため に、す でに、1996年 後 期 か らの利用が可 能な よう

に、 プログ ラムの書 き換 えを実行 しなければな らなかった。 そ して、1997年 度 には、DOS/V機

お よびその コンパチ のパ ソコ ン用 に全 面的 に書 き換 えたプログ ラム を用い て、近畿大学 での講義

を実行 してい る。DOSハ!機 お よびそのコ ンパ チのパ ソコンで は、PC-98シ リ ーズ用 に作成 した実

行 ファイルは、 ライ ブラ リーの関係 で、実行 で きな くな った。PC-98シ リーズ用 のVisualBasic

forMS-DOSの ライ ブラリーは、DOS/V機 お よびその コ ンパ チのパ ソコ ンのOSに 対 応 していな

か ったのであ る。そ のために、 デー タ処 理のイ ンフラを含 めて、利用 す るすべ ての実行 フ ァイル

を、DOS/V機 お よびその コ ンパチ のパ ソ コン用 に書 き換 える作 業 を しなければ な らなか った。

なお、1977年 度 について は、摂南大学 、奈 良大学 ではPC-98シ リーズ用 のシステム を用 い、近畿

大学ではDOSIV機iお よびその コンパ チのパ ソコン用の シス テムを利用 して講義 を行 ってい る。
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VDOS〃 機への移行に伴 うプログラムの書き換 えと国際比較分析システムの構築

これまで、PC-98シ リーズ にお いて も、すで に、WINDOWS95がOSと して主要 な位 置 を占め

てお り、その もとでの フ.ログラムの開発が本来の姿で あるこ とは十分 に承知 しているのであるが、

あえて、 どこで も、誰で も利 用で きる形態 として、 フロ ッピーデ ィス クを利用 し、MS-DOSの

も とで実行す ることを前提 にシス テムを作成 して きた。フロ ッピーデ ィスクを利用 している限 り、

PC-98シ リーズであれ ば、 どのパ ソ コンの機 種 におい て も、MS-DOSの も とで実行 す ることが可

能で あった。PC-9801VM2と い う古い機i械で も実行 で きた。 さらに、WINDOWS95の も とでは、

必ず ソフ トはインス トール しなければ使 えない。大学で は、個人 的に作成 した ソフ トをインス ト

ールす るこ とはほとんど望み えないこ とであった。この二つの事情か ら、フロ ッピーデ ィス クで、

MS-DOSで の実行 に固執 していた。1997年4月 か らのDOS/V機 へ の移行 にあたって も、事態 は

同 じであった。 この移行 は、摂南大学 と近畿大学 で行 われた。4月 には、 まだ、WINDOWS98

は市 販 されてお らず、WINDOWS95が 主 流で あったが、DOS/V機 に は、PC-98シ リーズで用 い

ていた 日本語 が利用 で きるMS-DOSで は な く、PC-98シ リ ーズで用 いていた 日本語 を利用で きな

い、PC-DOSが の せ られていた。PC-DOS用 の 日本語 に対応 した ソフ トをDOSの レベ ルで開発す

る言語 は、探 したが、 日本 では販売 されていなかった。VisualBasicforMS-DOSは 存 在 したが、

visualBasicforPC-DOSは 存 在 しなか った。 仕方 な く、使 用言 語 は英語 版 のQuickBasic

Ver.4.5を 用 いる ことにした。 ところが、visualBasicforMS-DOSとQuickBasicVer.4.5で は、

コ ンパ イラーの扱 えるプログラムの大 きさが異なっていた。QuickBasicver.4.5の コ ンパ イラー

は、VisualBasicforMS-DOSに 比 べ て、 プログラムサイズの小 さな もの しかコ ンパ イルで きな

い。単純 に、日本 語 を英語 になお しただ けで は、コ ンパ イラー を通 す ことがで きない、す なわち、

実行 ファイル を作成 で きない とい う状 況が生 じた。 また、2バ イ ト文字 は、スペ ース も含めて、

すべ て文字化 けす ること、それ に、表示 の色彩 の指示 、表示の位 置の指示 といった、かな り細 か

い点で異 なっているため に、最初 はかな りとまどった ものである。英語版 には 日本 語版のQuick

BasicVer.4.5と も異 なる仕様 の部分 がある。それ故 に、移行 した最初 のシステムは、最善 を尽 く

したつ も りであ るが、PC-98シ リーズ よ りも簡単 な ものにな らざるをえなか った。1997年4月 か

ら利用 したPC-DOS対 応 のシステム は、以下 のよ うなメニューであ った。 メニューその他 の画面

表示はすべて1バ イ ト文字表記 となっている。 アウ トプ ッ トは 日本 語表記で可能であ った。'

一一CORPORATEBEHAVIOR.ANALYSISSYSTEMMAINMENU--

1)THEANALYSISOFTHECORPORATEBEHAVIOR,

SUCHASTHESIZEANDOUTLINEOFIT

2)THEANALYSISOFTHECORPORATEBEHAVIOR,

COMPLYINGWITHTHEGENERALCONDITIONSlINFORMATION

3)THEANALYSISOFTHECORPORATEBEHAVIOR

ABOUTSTOCK-HOLDERSANDBORROWINGBANKS

4)THESTATEMENTOFTHECORPORATEBEHAVIOR
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BYTHEINDEXESOFFINANCIALANALYSIS

5)THEANALYSISOFTHECORPORATEBEHAVIOR

ABOUTTHERELATIONSOFSALES,COSTANDPROFIT

6)THEANALYSISOFTHECORPORATEBEHAVIOR

ABOUTTHEPRODUCTIVITYOFTHEADDEDVALUE1

7)THEANALYSISOFTHECORPORATEBEHAVIOR

ABOUTTHEPRODUCTIVITYOFTHEADDEDVALUE2

8)THEANALYSISOFTHERELATIONSOFCOSTS-PROFITS

FINANCIALANALYSISPROGRAM

9)PROFITABILITYANALYSIS

10)LIQUIDITYANALYSIS

11)END

このシステムは、1997年 度後期の講義より、プログラムの整理 と追加を行い、とくに、連結決

算およびアメリカ、カナダ企業についてのデータベースであるCOMPUSTATに もとつ く分析シ

ステムを作成 し、摂南大学 において試用を開始 した。そのメニューは以下のようになっている。

1枚 のフロッピーディスクでの実行 を可能にするために、内容を再構成している。それぞれの分

析対象データベースの内容に対応 して、バ ッチファイルを作成 し、それによって選択的に起動で

きるようにしている。

日本企業 ・個別決算

一一CORPORATEBEHAVIORANALYSISSYSTEMMAINMENU--

1)THEANALYSISOFTHECORPORATEBEHAVIOR,

SUCHASTHESIZE,EMPLOYEESANDOUTLINEOFIT

2)THEITEMSOFINCOMESTATEMENT

3)THEITEMSOFBALANCESHEET

4)THESTATEMENTOFTHEGENERALCONDITIONS'INFORMATION

FINANCIALANALYSISPROGRAM

5)PROFITABILITYANALYSIS

6)LIQUIDITYANALYSIS

7)END

日本 企 業 ・連結 決算

一一CONSOLIDATEDCORPORATEBEHAVIORANALYSISSYSTEMMAINMENU--

1)THEDATAFORANALYSISOFTHECORPORATEBEHAVIOR,

SUCHASITEMSOFB/SANDP/Letc.

FINANCIALANALYSISPROGRAM
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2)PROFITABILITYANALYSIS

3)LIQUIDITYANALYSIS

4)END

ア メリカ ・カナ ダ企業

一一CORPORATEANALYSISSYSTEMOFUSAANDCANADAMAINMENU--

1)BALANCESHEETANDINCOMESTATEMENTITEMS'DATA

2)SOMEFINANCIALINDEXESFROMCALCULATIONOFFINANCIALDATA

FINANCIALANALYSISPROGRAM

3)PROFITABILITYANALYSIS

4)LIQUIDITYANALYSIS

5)END

このシステムにもとつ く内容のチェックを経て、1998年 度以降、「企業行動国際比較分析シス

テム」 として、「会社概要分析編」および 「財務分析編」の2枚 のフロッピーディスクにまとめ

てシステムを構築 し、2000年 度 まで利用を続けていた。その間、プログラムの改訂は常に行い、

毎年内容 を更新 してきている。分析結果のアウ トプットについて も、少なからぬ変更 ・追加 を行

っている。2000年 度版におけるシステムのメニューは、以下のとお りである。

「会社概要分析編」

一一CORPORATEBEHAVIORANALYSISSYSTEMMAINMENU--

JAPAN-UNCONSOLIDATEDDATA

1)THEANALYSISOFTHECORPORATEBEHAVIOR,

SUCHASTHESIZE,EMPLOYEESANDSOMEOUTLINE

2)THEITEMSOFINCOMESTATEMENT

3)THEITEMSOFBALANCESHEET

4)PRODUCTIONANDDISTRIBUTIONOFADDEDVALUE

5)GENERALINDEXESOFFINANCIALANDPRODUCTIVITYANALYSIS

6)THESTATEMENTOFTHEGENERALCONDITIONS'INFORMATION

JAPAN-CONSOLIDATEDDATA

7)THESTATEMENTOFTHEACCOUNTS-B/S&P/LITEMSANDOTHERS

8)GENERALINDEXESOFFINANCIALANDPRODUCTIVITYANALYSIS

USA&CANADA-S&P'SCOMPUSTATDATA

9)THESTATEMENTOFTHEACCOUNTS-B/S&P/LITEMSANDOTHERS

10)INDEXESOFFINANCIALANALYSISBYCOMPUSTATMANUAL

11)GENERALINDEXESOFFINANCIALANDPRODUCTIVITYANALYSIS

12)END
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「財 務分析 編」

一一FINANCIALANALYSISSYSTEMMAINMENU--

FINANCIALANALYSISPROGRAMBYUSEOFJAPANUNCONSOLIDATEDDATA

-SEGMENTMODE-

1)PROFITABILITYANALYSIS

2)LIQUIDITYANALYSIS

FINANCIALANALYSISPROGRAMBYUSEOFJAPANUNCONSOLIDATEDDATA

-TOTALMODE-

3)PROFITABILITYANALYSIS

4)LIQUIDITYANALYSIS

5)CASHFLOWANALYSIS

6)CASHSTATEMENTBYACTIVITY

FINANCIALANALYSISPROGRAMBYUSEOFJAPANCONSOLIDATEDDATA

7)PROFITABILITYANALYSIS

8)LIQUIDITYANALYSIS

9)CASHFLOWANALYSIS

10)WORKINGCAPITAL&SOURCEANDUSEOFFUNDS

FINANCIALANALYSISPROGRAMBYUSEOFCOMPUSTATDATA

11)PROFITABILITYANALYSIS

12)LIQUIDITYANALYSIS

13)CASHFLOWANALYSIS

14)END

1998年 に この シス テムがス ター トした際 には、 「財務分析 編」 は、基本 的 に財務分析 を実行す

るにす ぎない システムであ った。1999年 夏 にキ ャ ッシュ フロー分析 関係 の プログ ラム を追加 し、

2000年4月 以降、拡 張 した システム を講義 ・ゼ ミで利用 した。この間、摂南大学 のゼ ミにおいて、

利益増減分析 システム と戦略行動構築支援 システム を利 用 したい とい う希望 が生 じ、 この二つ の

システム をPC-DOS版 に書 き換 えてい る。 これに よって、先 に一応 の完成 を見 たNECのPC-98シ

リーズ を用 いたMS-DOS版 の教 育用企業行動分析 システムは、ほぼ全体 をPC-DOS版 に移行 で き、

さ らに、新 しく、 キャ ッシュフロー分析 に関連す る分析領域 を加 えたこ とになる。

1955年4月 か ら利 用 を開始 した旧 日本 開発銀行 「企業財務 デー タバ ンク」 は、1999年3月 期決

算 までは、そのデ ータ フォーマ ッ トをほ とん ど変 更す るこ とな く、 デー タを提供 し続 けてい た。

したが って、教育用 に作成 した分析 システム は、拡張 しつ つ、6年 間、 このデー タベース を使 い

っづ けるこ とが で きた。 ところが、1998年 か ら予告 されていた ところで あるが 、新会計基準 の施

行 に ともなって、2000年3月 期 決算か らは、新 しい デー タフォーマ ッ トに移行す る ことにな り、

実際、2001年 度 版 として提供 されたデー タベ ース は、新 フォーマ ッ トの もので あった。 したが っ

て、一応 の完成 をみた企業行動分析 システムは、新 しいデー タベースの フォーマ ッ トに合 わせ て、
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新たに書 き換えを必要 とすることになった。2001年4月 からのデータベースの利用のために、新

しい分析システムを構築する必要に迫 られた。

この段階で、2001年 度において、従来の企業行動分析システムをほとんど修正することなくそ

のままの形で利用できるデータベースは、少 しの変更は必要ではあったが、COMPUSTATだ け

にす ぎなかった。旧日本開発銀行は、日本政策投資銀行に改組 され、提供するデータベースを完

全に新 フォーマ ットに切 り替えてお り、NEEDS企 業財務データも、新フォーマットに移行 して

いた。さらに、ヨーロッパ、アジアなどの世界の国々の会社のデータベ山スであるGLOBAL

Vantageを 利用できるならば、利用 したいという要求もあらわれた。

V【 データベースの変化および分析システム対応データベースと新分析システムの構築

旧日本開発銀行 「企業財務データバンク」を利用 し続けてきた理由の一つは、そのデータが、

固定長のランダムファイルであるテキス トファイルの形式で、CD-ROMに よって提供されてい

ることにあった。 もう一つには、NEEDS企 業財務データと比較 しても、利用できるデータ項 目

が多様であるということにあった。 したがって、データベースのフォーマ ットが変更 されたとし

ても、で きることならば、「企業財務データバ ンク」 を使い続けることが望ましいという結論に

達 していた。ところが、「企業財務データバンク」 は、 ファイルの大 きさを小 さくするために、

ファイル形式をバイナリー形式に変更 し、提供 されるソフト 「財務分析支援パ ッケージ」 を用い

る以外、データを利用できない形式になっていた。データベースを構築 しているロジックがわか

らないのと、当時提供された変換フ.ログラムが不十分なものであったために、2000年 に変換 を試

みたが、失敗 に終わった。それで、利用,できないことを前提に考えておかなければ次年度以降の

講義とゼ ミの実施 に支障をきたしかねないところから、新 しく、改めて、NEEDS企 業財務デー

タの利用を検討 した。NEEDS企 業財務データも以前に利用 した際のデータフォーマットとは異

なる新会計基準にもとつ くデータフォーマットで提供されていたが、 とにか く、テキス トファイ

ルの形式で、CD-ROMに よって利用することが可能であった。ただ、提供 されたデータベース

をそのまま利用することができないデータフォーマ ットであったので、変換作業が必要であった。

この点については、別稿を参照願いたいが、まず、2001年 度用の企業行動分析システムとして、

NEEDS企 業財務データに対応 したシステムが完成 した。このシステムは、近畿大学法学部での

「情報処理論」の講義で利用 している6)。そのメニューは、次のとお りである。

NEEDS企 業 財務 データ対応企業行動分析 システム

ー-CORPORATEBEHAVIORANALYSISSYSTEMMAINMENU--

UNCONSOLIDATED&CONSOLIDATEDNEEDS'DATAOFJAPANESECORPORATION

1)GENERLOUTLOOKONTHECORPORATEBEHAVIOR

2)THEITEMSOFBALANCESHEET

3)THEITEMSOFINCOMESTATEMENT

4)THEITEMSOFCASHFLOWSTATEMENT
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5)SCHEDULEITEMS1

6)SCHEDULEITEMS2

FINANCIALANALYSIS

BYUSEOFUNCONSOLIDATED&CONSOLIDATEDNEEDS'DATA

7)PROFITABILITYANALYSIS-SEGMENTMODE-

8)LIQUIDITYANALYSIS-SEGMENTMODE-

9)PROFITABILITYANALYSIS-TOTALMODE-

10)LIQUIDITYANALYSIS-TOTALMODE-

11)CASHFLOWANALYSIS

12)PRODUCTIONANDDISTRIBUTIONOFADDEDVALUE

13)END

新 フォーマ ットとなったNEEDS企 業財務データの特徴は、単独決算 と連結決算が同じデータ

フォーマットで作成 されているところにある。その特徴 を利用 して、同じプログラムで単独 ・連

結両方の決算に対応 したシステムを構築 している。収録 しているデータ項目については、すべて

アウ トプットとしてえられるようにすると同時に、財務分析 も実行 し、キャッシュフロー分析も

含めて、データベースに含 まれている項目を最大限利用 して、会社の行動を解明するために必要

な、また、有用 と思われる情報を可能な限りえられるようにした。

日本政策投資銀行 「企業財務データバ ンク」については、2月 下旬 にようや く2000年3月 期決

算データが到着 し、データ利用のためのソフト 「財務分析支援パッケージ」の中に、バイナリー

データをテキス トファイルに一括 して変換するプログラムを提供 していた。このソフ トを用いる

ことによって、テキス トファイル形式のデータをえることが可能になることがわかったので、4

月からの利用に向けて、データベースの再構築とそれに合わせた分析 システムの書 き換えを開始

した7)。システムが使 えるようになったのは、3月 下旬 となったが、そのメニューは次のとおり

である。「企業財務データバンク」については、「企業行動分析システム1・H・ 皿」 として、個

別決算 と連結決算 に分けて、3枚 のフロッピーディスクにまとめている。

「個別決算1:会 社 概 要 ・財務分析 編」

一一CORPORATEBEHAVIORANALYSISSYSTEMMAINMENU--

UNCONSOLIDATEDDATAOFJAPANESECORPORATION

1)GENERLOUTLOOKONTHECORPORATEBEHAVIOR

2)THEITEMSOFBALANCESHEET

3)THEITEMSOFINCOMESTATEMENT

4)THEITEMSOFCASHFLOWSTATEMENT

5)SCHEDULEITEMS

FINANCIALANALYSISBYUSEOFUNCONSOLIDATEDDATA

6)PROFITABILITYANALYSIS-SEGMENTMODE一
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7)LIQUIDITYANALYSIS-SEGMENTMODE-

8)PROFITABILITYANALYSIS-TOTALMODE-

9)LIQUIDITYANALYSIS-TOTALMODE-

10)CASHFLOWANALYSIS

11)PRODUCTIONANDDISTRIBUTIONOFADDEDVALUE

12)PRODUCTIVITYANDOTHERFINANCIALINDEXES

13)END

「個別決算2:概 要 ・借 入金 編」

一一CORPORATEBEHAVIORANALYSISSYSTEMMAINMENU--

UNCONSOLIDATEDDATAOFJAPANESECORPORATION

1)GENERLOUTLOOKONTHECORPORATEBEHAVIOR

2)THEITEMSOFLONG&SHORTBORROWING

3)THELONGTERMBORROWINGBANK

4)THESHORTTERMBORROWINGBANK

5)SCHEDULEITEMS

6)END

「連 結決算」

一一CORPORATEBEHAVIORANALYSISSYSTEMMAINMENU--

CONSOLIDATEDDATAOFJAPANESECORPORATION

1)THEITEMSOFBALANCESHEET

2)THEITEMSOFINCOMESTATEMENT

3)THEITEMSOFCASHFLOWSTATEMENT

4)THEITEMSOFSEGMENTINFORMATION

5)SCHEDULEITEMS

FINANCIALANALYSISBYUSEOFCONSOLIDATEDDATA

6)PROFITABILITYANALYSIS-TOTALMODE

7)LIQUIDITYANALYSIS-TOTALMODE-

8)CASHFLOWANALYSIS

9)PRODUCTIVITYANDOTHERFINANCIALINDEXES

10)END

この3枚 のシステムは、日本政策投資銀行 「企業財務データバンク」に含まれているすべての

データ項目を取 り出す とともに、個別(単 独)決 算 と連結決算について、財務分析、キャッシュ

フロー分析、付加価値分析を実行 している。分析する会社について、すべてのデータを取 り出す

と、膨大な量の情報をえることになる。このような日本の会社についての分析 システムと同時に、
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アメリカ ・カナダの会社についての分析システム、および、ヨーロッパ、アジア、その他の地域

の国々の会社についてのデータベースであるGLOBALVantageを 用いた分析システムを作成 し、

利用できるようにした8)。それぞれの分析メニューは以下のとお りである。このシステムは、摂

南大学経営情報学部(経 営学総論 ・経営管理論 ・演習)と 奈良大学社会学部(演 習)で 利用 して

いる。

COMPUSTAT対 応

一一CORPORATEBEHAVIORANALYSISSYSTEMMAINMENU--

GENERALOUTLOOKONUS&CANADIANCORPORATIONS

1)THESTATEMENTOFTHEACCOUNTS-B/S&P/LITEMSANDOTHERS

2)INDEXESOFFINANCIALANALYSISBYCOMPUSTATMANUAL

3)GENERALINDEXESOFFINANCIALANDPRODUCTIVITYANALYSIS

FINANCIALANALYSISONUS&CANADIANCORPORATIONS

4)PROFITABILITYANALYSIS

5)LIQUIDITYANALYSIS

6)CASHFLOWANALYSIS

7)END

GLOBALVantage対 応

一一GVCORPORATEBEHAVIORANALYSISSYSTEMMAINMENU--

DISCLOSETHEFINANCIALSTATEMENT

1)THEITEMSOFB/S,P/L&CASHFLOWSTATEMENT

ONTHEINDUSTRIALCORPORATION

2)THEITEMSOFB/SONTHEFINANCIALSERVICECORPORATION

3)THEITEMSOFP/LONTHEFINANCIALSERVICECORPORATION

4)THEITEMSOF'ITEMGROUP1'BYRESEARCHINSIGHT

5)THEITEMSOF'ITEMGROUP2'BYRESEARCHINSIGHT

FINANCIALANALYSIS

6)PROFITABILITYANALYSIS

7)LIQUIDITYANALYSIS

8)END

以 上 が、2001年 度 に利用可 能な教 育用の企業行動分析 システムの全体で ある。 なお、新 しい フ

ォー一マ ッ トによるNEEDS企 業 財務 データ、 日本政策投資銀行 「企業財務 デー タバ ンク」、そ して、

COMPUSTAT、GLOBALVantageの 構 造 とその内容 となるデー タの項 目名 については、紙幅の

制約上、別稿 を参照願い たい9)。
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V圧 これまでの成果 と今後の方向

経営学における実証的な教育を試みようとすれば、インターンシップで行 っているように、実

際に会社に出かけて実務を経験することも必要であるが、単に経験 というよりも体験するだけで

は会社で行われていることがすぐに、すべて理解で きるようになるわけではない。このような実

地の経験を経験 として身に付 くようにするためには、行動の背後にある、目には見えない部分を

どの程度わかるようになるかが問われることになる。その隠れている、見ただけではわか らない

領域の一つとして、財務、カネの動きがある。カネの動 きは、会社の行動のすべてを集約 してい

ることを理解することによって、カネの動きか ら会社の行動 を探 り出 し、経験 との突 き合わせに

よって、会社の行動 を理解することが可能になるであろう。そのための方法 としては、会社の中

でのカネの動 きをどのようにして明らかにすることができるかである。幸いにも、上場会社、お

よび、店頭市場会社 においては、過去のデータではあるが、会社におけるカネの動 きは、計算書

類(有 価証券報告書総覧に含まれている)に 集約 して公開されている。このいわゆる企業財務デ

ータを有効 に利用することができれば、経営学における実証的な教育は、格段に進歩 し、実際の

社会において、各個人にとっては、会社の行動についてのロジックを見抜 く考え方が身に付 くの

ではないかと考 えられる。有価証券報告書総覧の財務諸表データおよびその他の情報は、ハー ド

コピーの形態だけではほとんど利用することが不可能である。多人数を対象 とする教育において

は、各個人に対 して、必要な長期的なデータを作成し、利用することはできない。とくに、受講

者一人一人に異なる会社を担当させて分析を実行 し、その会社の行動について考えさせ、経験 を

積 ませようとすれば、3に おいて、有価証券報告書総覧のハー ドコピーをそのまま利用するだ

けでは、有価証券報告書総覧の内容を理解 し、会社の行動のロジックを考えるということに役立

つことはほとんどない。ハー ドコピーは参照すること以上に使うことはできないであろう。この

ような状況において、唯一、利用可能であれば、役立つと考えられるのが、そこに含まれている、

このような財務データをデータベース化 した市販されている企業財務データベ._._スである。

ところが、このような市販データベースを用いる企業行動分析システムともいうべき分析シス

テムは、ほとんど開発されてきてはいない。筆者の知る限 り、唯一、大矢知裕司 ・金川一夫 ・深

澤弘美著 『財務分析 ツール ・アンド・データ』白桃書房、1996年 が存在するにすぎない。本書

は、NEEDS企 業財務データを利用する、唯一の分析 システム ・分析ツール 「財務分析ツール

NDj」 を提供 している。ところが、その根底をなしている分析システムに対する考え方は、筆者

達の考え方 と幾分異なる。大矢知教授 グループは、会計上の知識 を充分 にもっていることを前提

に、必要な分析結果をえるために、各個人が必要 とする項 目についての情報を算式 として入力 し

なが ら実行するという形態を採用 している。分析システムの汎用性 を優先 しつつ、その分析シス

テムの利用方法については、各個人に任せている。各個人がそれぞれの必要と能力に応 じて利用

することになる。この点については、すでに、本書の書評において触れたところである10)。

この大矢知教授グループが開発 されたシステム以外の分析システムはいまだ見 られないのであ

るが、そのシステムと筆者達の開発 して きたシステムとは異なっていると述べてきた。その差異

は、筆者達の開発 してきたシステムが、分析結果をえられたところから考えることがスター トす
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るという前提で、提供可能なデータ ・情報は可能な限 りすべて学生達に提示するということを目

的 としてシステムを組み立てるところからシステムの開発が始まっているところにある。まず、

データベースに含まれている会社名の一覧表を作成 し、それにしたがって、学生達の望む会社 を

選択させる。選択する会社数は、1社 から数社に及ぶ。どれだけの会社数を選択するかも自由で

ある。できるだけ異なった会社を選ぶようにしてはいるが、友人達と重なる場合 も生 じる。選ん

だ会社 について、分析システムを実行 し、必要と思われるデータをアウトプッ トとしてえる。卒

業研究論文を作成 しているたいていの学生は、すべてのプログラムを実行 している。膨大なデー

タ量であ り、非常に多 くの情報がえられる。それでも不足する場合には、有価証券報告書総覧の

ハー ドコピー、会社のホームページなどの情報 も参照 している。さらには、新聞記事およびその

CD-ROMか らの情報も参照する機会が増えてきている。この状況 に至れば、会社が重なってい

ることはそれほど重要な意味を持たなくなることが多い。関心に応 じて異なる領域 を考えようと

し、また、組み立てるロジックもそれぞれの領域にしたがって異なってくるからである。この段

階に達すれば、通常の市販 されている書籍はまったく役 に立たない。財務分析については、学生

達が勘違い してお り、市販の書Bに したがってデータを利用 しようとする学生が見受けられるが、

たいていは失敗に終わる。市販の財務分析の書籍には、分析方法は説明 してあるが、全体 として、

その分析手法を用いた判断については、統一的な論理にもとついて説明することをしていないと

同時に、分析期間が非常に短いことによって、会社の行動についての説明を何 らかのロジックを

用いて十分に行うことがで きない。 このような欠点にもかかわらず、市販の書籍に示されている

財務分析手法を用いて財務分析を試みようとするのは、一つには、われわれが提供 している企業

行動分析 システムの もつ分析 と総合のロジックが、経営学の根幹にかかわるものであることによ

って、理解を困難にしているということに原因があると考えられる。われわれが提供 しているテ

キス トには非常に0般 的なことを述べることしかできないが、各個別の会社の行動は、それぞれ

に異なっている。基本的に一つであろうとする経営学における考え方に対 して、あらわれる現象

は異なって見える。同 じロジックにもとついてはいるが、その現れ方が違 うだけであるというこ

とが理解できないようである。経験によって、このことを知ることができると期待 されるのであ

るが、異 なる現象 を統一的に説明するロジックを考え出すことが苦手であるために、安易な方向

に進んでいくようである。た しかに、企業行動分析システムは、通常の考え方からすれば、破天

荒なことを実行することができるシステムである。そして、パソコンを用いなければ実行するこ

とができないシステムである。人間の手で、マニュアルの形で実行 している限りは到達すること

がで きないアリーナであることは間違いがない。 どのようなアリーナに自分がおり、そこで何 を

しているのかを理解することができれば、そ して、その場 においてこのシステムを充分 に使いこ

なすことがで きれば、ゲームよりも面白いということがわかるであろう。自分がアリーナでの主

人公であり、自分の手で会社の行動 を裸 にし、そこでの意思決定のあ り方を眼前に見ることがで

きようになる。そ こには、これが正解であるというようにすでに引かれているレールは存在 しな

い。無人の荒野に自分でレールを引いていかなければならない。自分が選んだ会社について、え

られた結果にもとついて、自分の頭で考え、自分でロジックを組み立て、自分でプレゼンテーシ

ョンを行ってい く。いま、本当に必要とされているのは、このような主体的な参加のシステムで
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あろうと思う。このことを実行するためには、基礎的な知識を自分でえてくることが必要になる。

それを探 し出すための方法を見つけだし、身につけることができれば、いつでも、 どこで も役立

つ、利用可能なものを身につけたことになる。これまで、われわれのシステムを利用 して講義 ・

演習を受講 してきた学生数は、すでに、摂南大学、近畿大学、奈良大学、立命館大学を合わせて、

延べ、5000人 をゆうに超えている。この中で、優秀な卒業研究論文を作成 した学生達、講…義の中

で、終了する直前になって、非常に面白い、 もっとや りたいという学生達、講義 ・演習をほとん

ど休まずに受講する学生達、異なる講義として2年 続けて受講する確率が非常に高 く、アンケー

トを採れば、受講 して良かったという評価を90%以 上の学生達がして くれている状況は、学生達

がパソコンを利用するということに意義を見出し、使えるようになるという喜びを経験 している

と同時に、この企業行動分析システムからえられる分析内容がもっている可能性がいまだ大 きく、

高い関心 をもっていることを示 しているのではないだろうか。今後も、このような成果 を踏まえ

て、さらに、この分析 システムをよくしていきたいものである。現在、利益増減分析 と戦略構築

支援システムの作成が滞っている。できるだけ早い機会にこれを作成 し、利用できるようにした

いものである。

最近、多 くの大学がインターネットなどの高速通信回線を利用 し、あるいは双方向での通信が

可能なネットワークを利用 して、これまで大学内で提供されているにす ぎなかった講義を、大学

に登校 しなくても受けることができる形で外部の社会人や、学生達にも提供するということが実

行 されていることが、新聞記事に多 く登場するようになってきている。 これは、今後の大学にお

ける、あるいは、もっと広 く、一般的な教育に関する変革期にあることを意味 しているであろう

と考 えられる事態である。これまでも、放送大学を中心として、テレビにおける教養番組なども

含めて、教育を一方向で提供するシステムは、社会の中に組み込まれてきたところである。いま

起こっているのは、双方向の通信システムを利用しての変革である。一方向と双方向では根本的

に異なった状況をもたらすことはいうまでもないところであろう。単に、オン ・ディマン ドとい

うだけでなく、質問 と回答を瞬時に行えることによって、考えるということに対する新 しい局面

を提供することが可能 となるのである。したがって、従来 と同じ内容の講義をただ形を変えただ

けで提供 してい くだけでは意味がない。考えるということに対 して、どれほどの自主性 と刺激 と

を提供で きるかが問われる。テレビ番組の内容のような講義を垂れ流すだけでは、そ して、大学

内でこれまで行われてきたのと同じ内容のものだけを提供するだけでは、長 く続けることは不可

能であるし、また、教育効果は非常に小 さなもの となるであろう。このような新 しい局面におい

て、経営学は何を提供することができるのか?経 営学の教育を通 じて、どのように社会に対 して

貢献することが可能であるのか。改めて考えなければならないときにあると思われる。この状況

で、われわれの開発 してきた市販のデータベースを利用 した企業行動分析 システムを用いて作 り

出すことのできるアリーナは、まさに、時代の要請に応えることのできる、フロンティアを切 り

開くツールになる可能性 をもっているといわなければならないであろう。自分で考えるためのツ

ールとして、また、自主的に自らの考えをまとめていくためのプロセスを不可欠 とするその性格

から、継続 して人々を惹き付け続けることが可能な、また、継続することによって多 くのものを

えることができるようになる、多 くの内容を提供することができるシステムなのである。双方向

ノ
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通信ネットワーク上で利用することによって、さらに強力な 「武器」に変身することがで きるツ

ールである11)。

利用するデータベースの内容に関 しては、いわゆる会計ビッグバンにともなって、企業会計基

準が変更され、それにしたがって作成 される計算書類は変革を余儀なくされてきていることは、

すでに触れたところである。その中心は、「連結会計の強化」、「時価会計の徹底」、「退職給付会

計の導入」である。すでに、2000年3月 期以降、連結決算が計算書類の中心 となってきてお り、

また、上場会社 については連結キャッシュフロー計算書の公開も義務づけられている。そ して、

2001年3月 期以降は、金融商品についての時価評価が導入され、退職給付会計 も導入されている。

また、販売用不動産の時価評価 も実施 されている。さらに、2002年3月 期以降は持ち合い株式の

時価評価が実行 される。このように、入手できるデ..__タベースには、次年度以降、多 くの課題が

待ち構えている。一つには、上に述べたような時価会計が導入されることによって生 じるデータ

の継続性の問題である。企業会計基準が歴史原価主義から時価主義に転換されることによって、

データの継続性が著 しく損 なわれることになる。これをどのように処理することができるのか?

長期間の時系列における比較は実行可能なのであろうか。その比較は意味を持つのであろうか?

会社の実態を表す という意味では、データは正確になるであろうが、継続性はな くなる。矛盾が

生 じる。頭を切 り換えて、新 しい事態に対処 していかなければならないであろう。ただ、アメリ

カや諸外国ではすでに時価主義が導入されているので、諸外国との比較はより正確になると期待

されるところである。今後、税効果会計の処理、不動産評価問題 など、データの性質そのものが

さらに変わってくることによって、企業行動の分析システムについても再考を要する事態になる

と考えている。新 しいシステムの構築 を模索 していかなければならないであろう。従来の分析指

標 システムを包含 しつつ、新 しい企業会計基準 を基礎 とした総合的な分析 システムを構築 してい

くことが必要とされてきている。企業行動に対する評価基準が明確にな りつつあるように思える

今 日、ここは、まさに、経営学のフロンティアである。

企業会計・基準が変更されることによって、すでに、2000年3月 期決算 より、単独(個 別)決 算

より連結決算に重点が移行 してお り、計算書類の形式と内容 も変更されている。この変更によっ

て、新 しく追加 されている計算書類の項目については、過去のデータがえられていない。分析用

に利用可能になるまでには、まだ しばらく時間がかかることになる。 とくに、連結決算 について

は、従来、非常にラフなデータ項目が公開されているにすぎなかったために、追加 されている部

分が多い。したがって、企業行動 という場合、その分析結果で重要性をもつのが連結決算 となり、

行動理解のための中心的な位置に置かれることになったために、単独(個 別)決 算 と対応 しつつ、

必要なデータを必要な期間だけ利用するという形では十分に利用することがで きない状況が生じ

ることになっている。

さらに、これまでは、上場会社を中心に分析 を行ってきたのであるが、今後は、店頭市場の会

社 についても十分な注意を払っていかなければならないであろう。すでに、データベース として

は、日本の店頭市場会社、アメリカのNASDAQに ついてのデータベースは利用可能であるが、

とくに、日本の会社 については、収録期間の短い会社が多いために、利用は限られた もの となら

ざるをえない。ここでも時間が必要である。
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会社 ご とに見 てい くと、 データベ ースは、1年 間で1レ コー ドが増 えるにす ぎない。短い期 間

の場合 には、 しば らく時間が必要 である とい うこ とになるが 、それ は、年単位 での こ とであ り、

これまでのデ ータの積 み重ねが いかに貴 重で あるかが よ くわかる。 この貴重 なデー タを用 いて、

予算が許す 限 り、今 後 も、教育、研究 を進 めてい きたい ものである12)。な お、本 稿で は、研究 に

つ いてはほ とん ど触 れる ことがで きなか ったが、 これ らのデー タベース を用い た研究成果 を公表

し続 けて きているこ とだけを記 してお きたい13)。

注

1)道 明稿 「書評:大 矢知裕司 ・金川一夫 ・深澤弘美著 『財務分析 ツ0ル ・アンド・データ』白桃書房、
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した。
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良大学情報処理センター年報、No.12(2001.10)pp.1-13.を 参照願いたい。
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『開銀企業財務デー一タバンク 概要説明書(CD-ROM用)』 を参照願いたい。なお、最終版は、平成9年10
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い。なお、同著には、付録として、『分析結果指標の一覧表』が別冊の形で添付されている。その後、変更

しているところもあるが、分析結果の内容の一端がわかっていただけることと思う。
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い0

8)ア メリカ、カナダ企業に関するCOMPUSTATに つ いては、拙稿 「COMPUSTATデ ータのパ ソコンによ
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タを教育シーンで有効に利用するために」『ファイナンス研究センター リサ0チ ペーパーシリーズ』(立
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かつて、社団法人私立大学情報教育協会の財務 ・会計学の情報教育特集において、「財務情報教育のッ0ル

としての財務分析プログラム」私情協ジャーナルVol.2No.1PP.28-29(1993年7月)を あらわし、財務分

析プログラムについて、同様のことを述べている。ただ、この時点では、利用するデータは、手作業で入

力することを前提 にしてお り、いまだ、市販のデータベースを利用するには至っていない。市販のデータ

ベースを利用できるようになったのは、この次の年からである。

10)前 掲拙稿 「書評:大 矢知裕司 ・金川一夫 ・深澤弘美著 『財務分析 ツール ・アンド・データ』白桃書房、

1996年 」 を参照願いたい。

11)大 矢知裕司教授グループが開発された 「財務分析ツールNDj」 も、この可能性をもつシステムである。

この点については、その書評で触れたところであるので、前掲拙稿 「書評:大 矢知裕司 ・金川一・夫 ・深澤

弘美著 『財務分析 ツール ・アンド・データ』白桃書房、1996年 」 を参照願いたい。

12)本 稿で取 り上げたデータベースは、現在、摂南大学が所蔵 している。このデータベースの購入に際 して

は、『日本私立学校振興 ・共済事業団 平成12年 度私立大学等経常費補助金特別補助 「特色ある教育研究の

推進」教育研究課題 「大量データ、マルチメディアを同時活用する企業行動の国際比較教育」』の補助を受

けている。この補助は、平成10年 度以降、平成13年 度 まで、続けていただいている。この補助がなければ、

継続してデータベースを利用することは不可能であろう。利用するデータベースの選別が必要となる。な

お、立命館大学経済学部 も、科学研究費の補助を受けて、同様のデ0タ ベースを購入 している。また、近

畿大学商経学部は、NEEDS企 業財務データベースを所蔵 している。

13)す で に、1995年 に旧開銀企業財務データバンクを用いて、次のような成果を公表 している。拙稿 「日本

の会社は強かったのか?一 検証:株 式会社 『日本』 一」『経営情報研究』(摂 南大学)、 第3巻 第1号 、

pp.73-98、1995年7月 、拙稿 「日本の会社:金 利コス トの分析 一検証:株 式会社 『日本』一」『経営情報研

究』(摂 南大学)、 第3巻 第1号 、pp.99-115、1995年7月 、拙稿 「金融機i関の株式所有状況と融資動向の分

析:生 命保険会社を中心 として一検証:株 式会社 『日本』一」『奈良大学情報処理センター年報』、第6号 、

PP.49-72、1995年10月 。 これらを嗜矢 として、財務分析、生産性分析、OEMと 雇 用、産業構造に関連 し

て、これ以降、成果を公表 してきたところである。
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Summary

Ineducationofbusinessadministration,wetrytousepersonalcomputer(PC)withtheaidoffinan-

cialdatabaseofcorporationsonthemarket.First,wedevelopedtheprogramoffinancialanalysisfor

Japanesecorporations,then,forU.S.,Canadian,EUandothercountries'corporations.Ontheother

hand,wedevelopedmanyprogramstounderstandthebehaviorofthecorporation,forexample,about

corporatesizeandotheroutline,howtomaketheprofit(cost-volume-profitanalysis)andcashflow

analysisetc.Byusetheseprogramsandfinancialdatabase,now,weexecutetheeducationofbusiness

administration.Thiseducationalmethodisveryimportantarenafortheeducationofbusinessadminis-

tration,butit'smostrarearenaintheworld.


